
 

 

 

 

2024年 11月 29日 
各 位 

株式会社北洋銀行 

北央化製事業協同組合様と 

「ポジティブインパクトファイナンス」の契約を締結しました 

北洋銀行（取締役頭取 津山 博恒）は、北央化製事業協同組合様（北海道空知郡南幌町、代表理事 

大村 大助様）と、「ポジティブインパクトファイナンス」（以下、本ファイナンス）の契約を締結しました。 

本ファイナンスは、企業活動が環境・社会・経済にもたらすインパクトを包括的に分析・評価し、ネガティ

ブインパクトの緩和とポジティブインパクトの拡大について目標を設定し、その実現に向けた継続的な対話

や支援を重視することで SDGs達成に貢献していく金融手法です。当行は、国連環境計画金融イニシアチ

ブが提唱するポジティブインパクト金融原則に基づき、「ポジティブインパクトファイナンス評価書」を発行し、

株式会社格付投資情報センター様から第三者評価として「セカンドオピニオン」を取得しています。 

本件では、コア・インパクトを「サーキュラーエコノミー形成への貢献」と特定し、食品加工場などから出る

不可食部位で飼料・肥料等を製造する循環型ビジネスを更に拡大させていく点などを評価させていただい

ています。 

当行は、今後もほくようサステナブルファイナンス等を通じて環境・社会課題の解決を図るお客さまやプ

ロジェクトを積極的に支援し、脱炭素社会の実現や SDGsの達成に貢献してまいります。 

※「ポジティブインパクトファイナンス評価書」および「セカンドオピニオン」は別紙をご参照ください。 

記 

【北央化製事業協同組合様の概要】                          
 

 

 

 

 

【契約記念の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 

 

所 在 地 北海道空知郡南幌町南七線西 15番地 
代 表 者 大村 大助様 
設 立 2003年 2月 
業 種 飼料・肥料製造 等 

北洋銀行グループ経営理念：お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日
あ す

をきりひらく 

 

 

右：北央化製事業協同組合 

代表理事 大村 大助様 

 

左：北洋銀行 

旭川中央支店長 吉野 弘隆 

北洋銀行グループは、2018 年 12 月「北洋 SDGs 宣言」 を表明し、地域の持続的成長

支援と社会的課題の解決に取り組んでおります。なお、SDGs に関連するプレスリリース

には、該当する SDGsのアイコンを明示しております。 

【SDGs】2015年の国連サミットで採択された、持続可能な世界を実現するための 2030年

までの国際目標。17のゴールと 169のターゲットで構成される。 
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北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、北央化製事業協同組合（以下、「北央化製事業

協同組合」または「同組合」）に対してポジティブインパクトファイナンス（以下、「PIF」）を実施するにあたって、同

組合の事業活動が環境・社会・経済に及ぼすインパクト（ポジティブインパクト/ネガティブインパクト）を分析・評価

した。 

 この分析・評価は、国連環境計画金融イニシアチブ（UNEP FI）が提唱した PIF 原則および PIF 実施ガイド

（モデル・フレームワーク）、ESG 金融ハイレベル・パネルにおいてポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまと

めた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に則ったうえで、北洋銀行が独自に開発した評価体系に基づいてい

る。 
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1. 企業概要 

(1) 企業概要 

北央化製事業協同組合は、空知郡南幌町に本社事務所及び工場を構え、食肉加工段階で発生する不可食部

分（動物性残渣）及び死亡畜を原料に、油脂及び肉骨粉を製造している。製造原料の集荷と製品出荷の運送

を関連企業である有限会社大村産業が担っている。 

同組合は 2003 年に 4 事業者が組合員として参画し設立されたが、これまでに 3 事業者が脱退しており、

現在の組合員は有限会社大村産業のみとなっている。製造原料となる動物性残渣は食肉加工業者、死亡畜は

道央圏を中心に 30 程度の農協を介して畜産農家約 1,000 件から集荷している。 

 

名  称 北央化製事業協同組合 

本社及び工場

所 在 地 

〒069-0207 

空知郡南幌町南 7 線西 15 番地 

設 立 日 2003 年 2 月 26 日 

代 表 者 代表理事 大村 大助 

従 業 員 3 名(2024 年 9 月現在) 

資 本 金 100 万円 

売 上 高 493 百万円（2023 年 12 月期） 

事 業 内 容 

製造業 

① 食用・飼料用油脂製造 

② 飼料・肥料用肉骨粉製造 

③ 工業用油脂製造 

産 廃 業 許 可 産業廃棄物処分業者 00120115921（破砕・油脂分離：体、残、固） 

沿  革 

設立前 

2000 年代初頭 

2003 年 2 月 

 

2005 年 

2011 年 

2021 年 12 月 

㈱サカイが動物性残渣処理事業を運営（2 工場保有） 

BSE 問題が発生し、食肉処理に関する規制が厳格化 

㈲大村産業、㈱サカイ、㈱ポピー、中山男吉氏で 

北央化製事業協同組合を設立（1 工場新設） 

㈱ポピーが同組合を脱退 

中山男吉氏が逝去により同組合を脱退 

㈱サカイが同組合を脱退 

㈲大村産業の代表者である大村大助氏が代表理事に就任 

現在に至る 

 

  



ポジティブインパクトファイナンス評価書 

 

 

 

5/25 
 
 

(2) 経営理念・経営ビジョン・行動指針 

北央化製事業協同組合は、以下の経営理念・経営ビジョン・行動指針を定めている。 

北央化製事業協同組合は、動物性残渣及び死亡畜の加工・処理を通じ、安全で健康な食品を提供すること

を普遍的な責務として、代表を筆頭に高い道徳観、倫理観、規範意識を持ち事業運営に臨んでいる。 

 

豊富な事業実績と確かな技術を背景に地域におけるサーキュラーエコノミー形成に貢献を果たすことで、

持続的な企業価値の向上と社員が社会的な使命を持ち働く職場環境の維持に取り組んでいる。 

 

 経営理念  

1. 高邁な理想をかかげ、その実現への不退転の意思をもって行動する 

2. 人に学び、人を育て、人によって育てられる 

3. 時代の要請に応えて時代をつくる 

4. 品質・サービスを通して、縁を拡げ、縁あるすべての人々に対する責任を果たす                      

 

経営ビジョン 

1. 事業を通じた社会問題解決による、持続的な企業価値の向上                            

2. 高収益企業グループの実現 

3. 経営資本強化による、好循環の創出    

 

 行動指針  

信頼される企業風土の確立と安全で健康な食品を提供する責務を果たすため 

1. 私は、社会の一員として、高い道徳観、倫理観、規範意識を持って行動します。 

2. 私は、社団法人日本副産物協会の一員として、関係法令及び社内規定を守り信頼される業を目

指します 

3. 私は、組織の一員として、その真の利益を考え公正・正確な報告と積極的な提案を行います 

4. 私は自主独立した個人として、自らを磨き、互いに切磋琢磨し、尊敬される社風を築きます 

5. 私は行動規範を常に自覚して行動し不正あるときは勇気をもってそれを正します 
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(3) 事業概要 

A. 事業内容 

北央化製事業協同組合は、牛・豚等の食肉を処理する際に発生する不可食部分（動物性残渣）及び死亡畜

を主原料として、「油脂」ならびに有機肥料や家畜（主に鳥・豚）の飼料となる「肉骨粉」を製造するレンダ

リング事業を行っている。 

レンダリングの処理工程の概略は次の通りである。集荷した原料を混合、破砕した後、蒸解施設で煮沸し、

油脂成分を抽出、その残りは圧縮して粉末にする。抽出した油脂分が動物性油脂であり、残りを粉末にした

ものが肉骨粉である。食肉加工業や家畜業から出る動物性残渣のリサイクルは、廃棄量の減少による環境負

荷の低減と循環型社会の形成に寄与し、持続可能な生産活動に貢献する重要な役割を担っている。 

同組合では、食肉加工業者から動物性残渣（骨、内臓）を、畜産農家等から死亡した畜産動物を調達し、

①食用及び飼料用油脂、②飼料用及び肥料用肉骨粉、③工業用油脂を製造している。 

尚、①並びに②は商社へ販売、③は自社工場のボイラー燃料として使用しており、牛・羊の死亡畜を原料に

製造された肉骨粉は、セメント工場へ燃料として出荷され、燃料の燃えがら・ばいじんはセメント原料に使

用されている。 

動物の種類、原材料仕入のルートによる製造品目は以下の通りに分類される。 

【出所：北央化製事業協同組合へのヒアリングにより HKP 作成】 

 

食肉の流通において、レンダリングと食肉加工業及び畜産業はサプライチェーン全体を形成するうえで相

互依存的な関係にある。レンダリングにより動物性残渣（副産物）を適切に処理することで、食肉加工業者

は食肉の品質や安定供給の維持が可能となる。また、食肉加工業者にとって副産物を廃棄するのではなくレ

ンダリング事業者へ引き渡すことで廃棄費用を削減するコスト面でのメリットがある。適切な処理は動物性
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廃棄物から病原菌や汚染物質を排除し、病気の伝播リスクを低減させ、公衆衛生の維持に寄与している。 

同組合は、食肉流通のサプライチェーンを支え、清潔で快適な生活環境づくりの一翼を担うことで、地域

社会の発展に貢献している。 
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ビジネスモデル 

北央化製事業協同組合のビジネス俯瞰図とバリューチェーンは、以下の図で示される。 

 

■ビジネス俯瞰図 

 

 

              【出所：北央化製事業協同組合へのヒアリングにより HKP 作成】 

 

■ バリューチェーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所：北央化製事業協同組合へのヒアリングにより HKP 作成】 

  

研究開発 ： IT、研究、開発、企画 

人事管理 ： 人事、労務 

全般管理 ： 総務、財務、法務 

仕入・集荷 加工・ 処理 出荷・販売
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(4) サステナビリティに関する活動 

 北央化製事業協同組合は、「経営理念」、「経営ビジョン」、「行動指針」に基づく企業活動を通じて、全て

のステークホルダーと地域社会・環境の持続的発展に貢献するとともに、自社の中長期的な企業価値の向上

と持続的経営の実現を図るべく、サステナビリティ経営の実現へ向けた以下の取り組みを推進している。 

 

A. 環境面 

⚫ 事業活動における環境負荷低減 

死亡畜の処理過程で生じる工業用油脂は自社工場にて熱供給（ボイラー）の熱源として利用しており、サ

ーキュラーエコノミー形成へ貢献している。今後、自社工場のもう一つの動力である電力についても、太陽

光パネルを設置して、工場の電力需要の一部を賄う構想がある。 

排水処理に関しては、水質汚濁防止法に定められた排水基準をクリアしており、環境負荷を増大させない

対策が講じられている。 

尚、原材料集荷及び製品出荷を担う関連会社の有限会社大村産業では、CO2 排出量の可視化を進め、環境

配慮型車輛への入れ替えを定期的に行い、CO2 排出量削減の取り組みを実施していく方針にある。 

 

B. 社会面 

⚫ 働きやすい職場環境の実現 

北央化製事業協同組合は、重大な労災事故ゼロを目指し、工場稼働日は欠かさず稼働前の機械メンテナン

スを実施するとともに、6 ヶ月毎の大規模定期点検を実施しており、安心して働ける職場環境づくりを行っ

ている。 

また、物価上昇以上の賃金増加を目指すとともに、退職金制度の整備、資格取得費用の全額負担と資格取

得者へ手当支給、定期健康診断実施など福利厚生の充実にも取り組み、従業員のモチベーション、エンゲー

ジメントの維持・向上に努めている。 

 

C. 経済面 

⚫ 排水処理設備更新による生産性向上 

 北央化製事業協同組合では、工場排水設備の更新による処理能力向上を計画している。 

本投資により、動物性残渣処理量は月平均約 400 トン から 600 トンとなり、現状の 1.5 倍まで工場全体の

処理能力が向上する見通しにある。 
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2. インパクトの特定 

（1） バリューチェーン分析 

インパクトの特定のためバリューチェーン分析を行った。具体的な手法として、バリューチェーン(主活動・

支援活動)における環境、社会、経済の側面から与える影響について、北央化製事業協同組合及び集荷・出荷

の運送を担う有限会社大村産業のサステナビリティ活動を切口に分析を行った。 

 

◼ バリューチェーンと ESG 要素 

活動 環境、社会、経済に影響を与える活動 

主
活
動 

仕入・集荷 【環境】 

⚫ 適切な集荷活動による動物性残渣の不法投棄の抑制 

⚫ GPS 搭載車輛による効率的な集荷 

⚫ CO2 可視化、定期的な事業用車輛入替による CO2 排出量削減の取り組み 

【社会】 

⚫ 雇用の創出 

⚫ 迅速な集荷活動による公衆衛生維持への貢献 

製造・処理 【環境】 

⚫ サーキュラーエコノミー形成への貢献（循環型社会実現への貢献） 

⚫ 製造された有機肥料による土壌改良の促進、化学肥料の使用量低減 

【環境/経済】 

⚫ 製造された工業用油脂を自社工場にて使用することに伴う、エネルギー消費抑制 

【社会】 

⚫ 雇用の創出 

⚫ 飼料自給率の向上 

出荷・販売 【環境】 

⚫ 産業廃棄物の不法投棄および不適切処理による環境汚染の抑制 

⚫ CO2 排出量の測定、環境配慮型車両への定期的な入替による CO2 排出量削減の

取り組み 

【社会】 

⚫ 雇用の創出 

【経済】 

⚫ 輸送ルートの最適化による、持続的なサプライチェーン構築 
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支
援
活
動 

全般管理 

人事管理 

研究開発 

【環境】 

⚫ GHG 排出量の可視化 

⚫ 管理業務におけるペーパーレス化の推進 

⚫ 事務所内の LED 照明導入等による省エネ活動の推進 

【社会】 

⚫ 定期健康診断の費用負担 

⚫ 地元人材の積極採用 

⚫ 福利厚生の充実（退職金制度、資格取得費の全額負担など） 

⚫ 週休二日制導入による 2024 年問題への対応 

⚫ 資格取得推奨制度の整備 

【経済】 

⚫ 各種法改正（電子帳簿保存法、インボイス等）への対応 

⚫ サイバー攻撃に対する予防強化 

⚫ BCP 計画の策定（今後の取り組み） 

⚫ コンプライアンス・ハラスメント研修の実施（今後の取り組み） 

 

【出所：北央化製事業協同組合へのヒアリングにより HKP 作成】 
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（2） インパクトレーダーによるマッピング 

バリューチェーン分析に基づき特定したインパクトを整理することに加え、UNEP FI が提供するインパク

トレーダーによるマッピングを行う。 

バリューチェーンにおける事業を国際標準産業分類にて、北央化製事業協同組合の事業を「加工飼料製造

業(業種コード：1080)」、関連企業である有限会社大村産業の事業を「道路貨物運送業 (業種コード：4923)」

と特定し、この 2 つを「当社の事業」とした。 

川上の事業は「畜牛及び水牛の飼育 (業種コード：0141)」、「肉の加工・保存業 (業種コード：1010)」と

特定した。一方で、川下の事業は「コンクリート製品、セメント製品及び石膏製品卸売業 (業種コード：2395)」

と特定した。 

マッピング手法は、UNEP FI のインパクトレーダーによるポジティブインパクト(PI)及びネガティブイン

パクト(NI)とバリューチェーン分析の結果により整理していく。 

 

A. 川上の事業(畜牛及び水牛の飼育、肉の加工・保存業) 

➢ 「健康および安全性」の NI 緩和 

動物性残渣及び死亡畜の放置は、悪臭や病原菌等の発生要因となる。有限会社大村産業による動物性残渣

及び死亡畜の適切な回収は、労働環境ならびに従業員の健康に及ぼす有害な影響を回避・低減している。 

➢ 「食糧」の PI 増大 

有限会社大村産業が動物性残渣及び死亡畜の回収を適切に行うことで、川上の事業者の労働環境が保たれ、

従業員の確保ができることで、食糧の安定供給が継続できる。 

 

なお、インパクトレーダーで出現しているその他のエリアは、バリューチェーン分析の結果、当社の事業

との関係性が希薄であるため特定していない。 

 

B. 当社の事業(加工飼料製造業、道路貨物運送業) 

【加工飼料製造業（北央化製事業協同組合）】 

➢ 「健康および安全性」の NI 緩和 

動物性残渣、死亡畜の加工・処理は大型機械を使用するため労働災害リスクを伴うが、同組合では始業前

のメンテナンス（毎稼働日）、6 ヶ月毎の機械点検により労働災害リスクの低減を徹底している。 

➢ 「雇用」、「賃金」の PI 増大 

食肉流通のサプライチェーンにおいて不可欠な事業として安定的かつ継続的な需要確保が見通せるため、

従業員にとって安定した雇用機会を提供できる。 

➢ 「気候の安定性」の NI 緩和 
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工場ボイラーの熱源の大半を死亡畜から製造された工業用油脂で賄うことでエネルギー消費や GHG 排出

を抑制しており、気候の安定性に貢献している。 

➢ 「水域」の NI 緩和 

工場排水の処理に関して、同組合は水質汚濁防止法に定められた排水基準をクリアしており、工場処理工

程で生じる汚水による水質汚濁進行を防止している。 

➢ 「大気」の NI 緩和 

レンダリングの処理工程（圧縮乾燥して粉末にする）にて発生する粉塵は、工場外に放出されることで地

域の空気質に悪影響を与えるが、同組合は工場内にて適切に処理を行っており、その影響を抑えている。 

➢ 「資源強度」、「廃棄物」の NI 緩和 

食肉加工業者が製造過程で生じる副産物や廃棄物を肉骨粉や油脂に再生することで、廃棄物を削減するこ

とができ資源を無駄なく活用できる。 

 

【道路貨物運送業（有限会社大村産業）】 

➢ 「健康および安全性」、「大気」、「資源強度」の NI 緩和 

エコドライブを実践するとともに GPS 搭載車輛による効率的な集荷（輸送）を行うことで、大気汚染物質

の排出を低減し、呼吸器系や心血管系の健康面への悪影響を抑制することが期待できる。 

 

➢ 「雇用」、「賃金」の PI 増大 

食肉流通のサプライチェーンにおいて不可欠な事業として安定的かつ継続的な需要確保が見通せるため、

従業員にとって安定した雇用機会を提供できる。 

 

➢ 「気候の安定性」「生息地」の NI 緩和 

CO2 可視化を進め、燃料使用量を削減する取り組みは、温室効果ガスの排出を減少させ、気候変動の進行

を抑制する。また、法定速度順守を含む安全運転の徹底でロードキル低減に貢献している。 

 

 

なお、インパクトレーダーで出現しているその他のエリアは、バリューチェーン分析の結果、当社の事業

との関係性が希薄であるため特定していない。 

 

C. 川下の事業(廃棄物・スクラップ及び他に分類されないその他の製品の卸売業、コンクリート製品、

セメント製品及び石膏製品製造業) 

➢ 「資源強度」の NI 緩和 

川下の事業者においても、北央化製事業協同組合が製造した廃棄用肉骨粉を熱原料として利用することで、
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従来使用する原料の抑制が可能となる。 

 

なお、インパクトレーダーで出現しているその他エリアは、バリューチェーン分析の結果、同社の事業と

の関係性が希薄であるため特定していない。 
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＜当社の事業が与えるインパクトのマッピング(UNEP FI インパクトレーダー)＞ 

 

 

 

上図によりマッピング内容を可視化した。インパクトカテゴリのうち、黄色塗りされた箇所はバリューチ

ェーン分析により特定されたカテゴリである。また、各事業において想定される PI 及び NI をインパクトレ

ーダーから抽出している。 
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(3) インパクトニーズの確認 

（a） インパクトカテゴリと SDGs(およびサステナビリティ方針)の関連性 

下図によりインパクトカテゴリと SDGs の関連性を以下の通り可視化した。バリューチェーン分析とイ

ンパクトレーダーによるマッピングを通じ、取り組み内容を網羅的に整理している。 

サプライチェーンでのマッピング 
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（b） 北央化製事業協同組合のインパクト 

以下ロジックモデルを基に、北央化製事業協同組合のインパクトを整理する。六つの資本(①財務、②製造、

③知的、④人的、⑤社会・関係、⑥自然)の投下により事業を行い、アウトプットとして①食用、飼料用、工

業用油脂、②飼料用、肥料用、廃棄用肉骨粉、③専門性スキルと技術の向上、④安心して働ける職場、⑤地

域の雇用創出が創造され、アウトカムとして①動物性残渣の低減、②食肉サプライチェーンへの貢献、③環

境負荷の低減、④従業員の働き甲斐と生産性向上、⑤地域経済の発展、インパクトとして①サーキュラーエ

コノミー、②環境負荷の低減、③従業員の働き甲斐と生産性向上、④地域の持続的な発展がもたらされる。

ここで言及するインパクトとは、環境/社会/経済に与える変化もしくはアウトカムそのものと定義する。な

お、特定されたインパクトは重要課題と整合している。 

また、インパクトのうち、事業別の売上構成、ビジネスモデル及びインパクトレーダーによるマッピング

結果から、より重要なものとしてコア・インパクトを特定する。 

 

＜ロジックモデルによる整理＞ 

 

・インプットの内容(六つの資本)の概要 

① 財務資本：安定したキャッシュフロー創出による経営資源への分配 

② 製造資本：工場機械などの加工・処理設備 

③ 知的資本：加工・処理完遂に寄与する知識・技術・ノウハウ 

④ 人的資本：専門性の高いスキルを有する従業員 

⑤ 社会/関係資本：実績によるステークホルダーからの信頼 

⑥ 自然資本：事業活動を通じた地球環境との共存 
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＜インパクトの整理＞ 

➢ サーキュラーエコノミー形成への貢献：コア・インパクト 

北央化製事業協同組合が営んでいるレンダリング事業と食肉加工業及び畜産業はサプライチェーン全体を

形成する相互依存的な関係にある。 

食肉加工業において、加工工程で生じる動物性残渣（廃棄物）の適切な管理・処理は重要である。同組合

がレンダリングにより適切な処理を行うことで、食肉加工業者はスムーズな加工と衛生管理が可能となり、

製品の品質と安定供給の維持を実現している。また、廃棄費用を削減するコスト面でのメリットもある。適

切な処理は動物性廃棄物から病原菌や汚染物質を排除し、病気の伝播リスクを低減させ、公衆衛生の維持に

寄与している。レンダリングにより製造された油脂や肉骨粉は、栄養価が高い飼料や肥料となり家畜、農作

物の健全な成長に寄与し、サーキュラーエコノミー形成へ大きく貢献していると言える。 

また、工場排水設備の更新による処理能力の向上により動物性残渣処理量を現状の月間平均約 400 トンか

ら、600 トンへ増加させる計画が進行中。尚、原料調達については、これまで同組合の処理能力の問題から、

大村産業が同業他社に処理を依頼していた 200 トンを受け入れるため支障はない。 

同組合は、食肉流通のサプライチェーンを支え、清潔で快適な生活環境づくりの一翼を担うことで、地域

社会の発展に貢献していることから、コア・インパクトとして特定する。 

 

➢ 脱炭素経営の推進 

北央化製事業協同組合にて製造された工業用油脂は自社工場の熱源として利用されている。また、牛、羊

を原材料とする肉骨粉は、セメント製造業者で燃料として使用され、燃料の燃え殻・ばいじんはセメントの

原料となっている。自社事業から生じる環境負荷だけでなく、川下事業者の環境負荷も低減させている。 

今後は、同組合と関連会社の有限会社大村産業では GHG 排出量を可視化する予定にある。北央化製事業

協同組合では再生可能エネルギー由来電力の利用を推進していくと共に、有限会社大村産業は事業用車両を

定期的に更新していく方針にあり、これによって、Scope1～3 までが網羅させた形で脱炭素経営を進めてい

くことが可能であることからインパクトとして特定する 

 

➢ やりがいと安心感がある職場環境づくり 

北央化製事業協同組合は消費者物価指数を上回る昇給を継続することで働き甲斐を創出し、工場稼働日は

欠かさず稼働前の機械メンテナンスを実施するとともに、6 ヶ月毎の大規模定期点検を実施することで工場

労災ゼロを目指し安心して働ける職場環境を提供していく方針にある。また、「効率的な工場稼働」や「コ

ンプライアンス」等のスキルアップに資する研修を 6 ヶ月に 1 回以上に行うことで、モチベーションやエ

ンゲージメントの向上を目指していく方針であることから、インパクトとして特定する。  
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（c） 日本におけるインパクトニーズ 

下図は、「SDGs インデックス＆ダッシュボード 2024」を参照したものであり、SDGs の 17 の目標別に日

本の達成度を表している。「緑は目標達成」、「黄は課題が残っている」、「橙は重要な課題が残っている」、「赤

は主要な課題が残っている」としている。 

北央化製事業協同組合のインパクトに対する SDGs のゴールは「7、8、9、11、12、13」であり、日本の

インパクトニーズに概ね整合していると判断できる。とりわけ「12,13」は主要な課題が残っているもの、

「8、11」は重要な課題が残っているものであり、特定されたインパクトは有意義である。 

 

 

【出典：SDSN より】 

 

 

 

 

  

：北央化製事業協同組合のインパクトに関連するゴール 
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（d） 北海道におけるインパクトニーズ 

北海道は、「北海道 SDGs 未来都市計画」を策定し、SDGs のゴールとそれに紐づく KPI を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2021～2024)」】 
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北海道 SDGs 未来都市計画において、「2030 年のあるべき姿」の実現に向けた、特に優先的に取り組むべ

き課題が共有されている。加えて北海道総合政策部計画局推進課による「北海道 SDGs 推進ビジョン」にお

いても北海道の課題が整理されている。今回特定したインパクトに対する SDGs のゴールは、これらとも概

ね整合しており、北海道においても重要度が高いものと判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2021～2024)」】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

【出典：北海道総合政策部計画局推進課「北海道 SDGs 推進ビジョン」】 
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（4） 北洋銀行グループが認識する社会課題との整合性 

北洋銀行グループは、「お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日をきりひらく」

という経営理念と行動規範に基づく企業活動を通じて、全てのステークホルダーと地域社会・環境の持続的

発展に貢献するとともに、当行グループの中長期的な企業価値の向上と持続的経営の実現に努めることをサ

ステナビリティ方針として掲げている。 

本評価書で特定した北央化製事業協同組合のインパクトは、北洋銀行のサステナビリティ方針と全体的に

整合的である。特に、ESG 取組方針の「１．環境方針」「２．社会貢献方針」、SDGs に係る重点テーマの「１．

お客様との共通価値の創造」「２．環境保全」「５．ダイバーシティ」及び環境・社会に配慮した投融資方針

の「１．環境・社会にポジティブな影響を与えると考えられる事業に対する取組方針」に整合している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北洋銀行 提供】 
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3. インパクトの評価 

特定されたインパクトに対し、インパクトの種類(PI(ポジティブインパクト)の創出可能性、NI(ネガティ

ブインパクト)の低減・管理)、インパクトカテゴリ、関連する SDGs、内容・対応方針及び目標と KPI を整

理する。 

 

① サーキュラーエコノミー形成への貢献：コア・インパクト 

イ ン パ ク ト の 種 類 環境的側面においてポジティブインパクトを増大 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

PI：サーキュラリティ（資源強度、廃棄物） 

関 連 す る S D G s  

 

取 り 組 み 内 容 

①食肉加工業における資源循環に貢献するべく、工場排水設備の更新による

処理能力の向上により動物性残渣処理量を増加させる 

 

目 標 ・ K P I 
①動物性残渣処理量を現状の月間平均約 400 トンから、2027 年度までに

600 トンへ増加させる（以降の目標は、改めて設定する） 

 

② 脱炭素経営の推進 

イ ン パ ク ト の 種 類 環境面においてネガティブインパクトを緩和 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

NI：気候の安定性  

関 連 す る S D G s  

 

 

取 り 組 み 内 容 
①GHG 排出量を可視化すると共に、再生可能エネルギー利用促進をはじめ

とする削減施策を実行する 

目 標 ・ K P I 

① (a)2025 年度までに GHG 排出量の可視化を行ったうえ、以降は削減

計画を策定のうえ具体的な削減施策を進める（関連企業である有限会

社大村産業を含む） 

(b)2030 年度までに再生可能エネルギー由来の電力使用量を 10％以

上とする（2020 年 9 月～2024 年 8 月の月平均使用量：75,690kw、

うち再生可能エネルギー由来の割合：0％） 
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③ やりがいと安心感がある職場環境づくり 

イ ン パ ク ト の 種 類 
社会面においてポジティブインパクトを増大 

社会面においてネガティブインパクトを緩和 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

PI：生計（雇用、賃金） 

NI：健康および安全性、 

関 連 す る S D G s  

 

 

取 り 組 み 内 容 

①物価に合わせた賃上げを実施する 

②稼働前の機械メンテナンス及び 6 ヶ月毎の大規模定期点検の徹底により

労災事故ゼロを継続する 

③やりがいのある職場環境づくりのために、定期的に「効率的な工場稼働」

や「コンプライアンス」等のスキルアップに資する研修を実施する 

目 標 ・ K P I 

 

①消費者物価指数を上回る賃上げを 2034 年まで継続する 

➁労災事故ゼロを維持する 

③6 ヶ月に 1 回以上、社員向けにスキルアップに資する研修を実施する 
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4. インパクトのモニタリング 

北央化製事業協同組合は、代表社員を最高責任者として主要事業の棚卸を行い、インパクトの特定、取り

組み内容・対応方針や目標・KPI を設定した。 

本件で設定した目標・KPI の進捗状況については、北央化製事業協同組合と北洋銀行及び株式会社北海道

共創パートナーズが少なくとも年に 1 回は定期的に情報共有を行い、北洋銀行がその達成状況や課題をモニタ

リングするとともに、必要に応じて課題解決に向けた提案を行う。 

 

5. 情報開示 

モニタリング関連の情報開示は、北洋銀行および株式会社北海道共創パートナーズが定める「コミュニケー

ションサポートシート」もしくはその内容に準拠するものを活用し、北洋銀行または株式会社北海道共創パ

ートナーズのホームページにて行うこととする。 

 

 

 

留意事項 

１． 本評価書の内容は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズが現時点で入手可能な公開情報

に加え、北央化製事業協同組合から提供された情報や同社への事業に関するヒアリングを通じて収集した情

報に基づいて、現時点での状況を評価したものであり、将来における実現可能性、ポジティブ要素の成果及び

ネガティブ要素の抑制等を保証するものではありません。 

２． 本評価を作成するために活用した情報は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズがその裁量に

より信頼できると判断したものではあるものの、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではあ

りません。北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、これらの情報の正確性、適時性、網羅性、

完全性及び特定目的への適合性その他一切の事項について、明示・黙示を問わず、何ら表明または保証する

ものではありません。 

３． 本評価書に関する一切の権利は北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズに帰属します。評価書

の全部または一部を自己使用の目的を超えての使用（複製、改変、翻案等を含む）は禁止されています。 
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北洋銀行 ポジティブインパクトファイナンス 2024年 11月 29日 

 

北央化製事業協同組合 サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：左近充 直人 
 

格付投資情報センター（R&I）は北洋銀行が北央化製事業協同組合に対して実施するポジティブインパクトファ
イナンスについて国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が制定したポジティブインパクト金融原則（PIF 原則）
に適合していることを確認した。 

R&I は別途、北洋銀行のポジティブインパクトファイナンス実施体制が PIF 原則に適合していることを確認してい
る 1。今回のファイナンスに関して北洋銀行および北海道共創パートナーズの調査資料の閲覧と担当者への質問
を実施し、実施体制の業務プロセスが PIF 原則に準拠して適用されていることを確認した。 

北洋銀行が実施するインパクトファイナンスの概要は以下のとおり。 
 

(1) 対象先 

社名 北央化製事業協同組合 

所在地 北海道空知郡 

設立 2003 年 2 月 

資本金 100 万円 

事業内容 製造業（① 食用・飼料用油脂製造、②飼料・肥料用肉骨粉製造、③工業用油脂製造） 

売上高 493 百万円（2023 年 12 月期） 

社員数 3 名（2024 年 9 月現在） 

 

(2) インパクトの特定 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは対象先の事業内容や活動地域等についてヒアリングを行い、バリ
ューチェーンの各段階において発現するインパクトを分析し、特定したインパクトカテゴリを SDGs に対応させてイ
ンパクトニーズを確認した。また、当社の事業活動が影響を与える地域におけるインパクトニーズとの整合性につ
いて、持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）が提供する SDG ダッシュボードなどを参照し確認した。 

 

(3) インパクトの評価 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは特定したインパクトの実現を測定できるようインパクトの内容を整
理して KPI を設定した。ポジティブインパクトは SDGs 達成に寄与する取り組みとして追加性があると判断した。ま
た、北洋銀行が掲げる重点課題（マテリアリティ）と方向性が一致することを確認した。 

 

 

 

                              
12022 年 9 月 28 日付セカンドオピニオン「北洋銀行 ポジティブインパクトファイナンス実施体制」 

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2022/09/news_release_suf_20220928_jpn_3.pdf  

http://#
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① サーキュラーエコノミー形成への貢献 

インパクトの種類 環境的側面においてポジティブインパクトを増大 

インパクトカテゴリ 「サーキュラリティ（資源強度、廃棄物）」 

関連する SDGs  

 

 

内容・対応方針 ① 食肉加工業における資源循環に貢献するべく、工場排水設備の更新による処理

能力の向上により、飼料の原料となる動物性残渣処理量を増加させる 

目標と KPI ① 動物性残渣処理量を現状の月間平均約 400 トンから、2027 年度までに 600 ト

ンへ増加させる（以降の目標は、改めて設定する） 

 

② 脱炭素経営の推進 

インパクトの種類 環境的側面においてネガティブインパクトを緩和 

インパクトカテゴリ 「気候の安定性」 

関連する SDGs  

 

 

内容・対応方針 ① GHG 排出量を可視化すると共に、再生可能エネルギー利用促進をはじめとする

削減施策を実行する 

目標と KPI ① (a)2025 年度までに GHG 排出量の可視化を行ったうえ、以降は削減計画を策定

のうえ具体的な削減施策を進める（関連企業である有限会社大村産業を含む） 

(b)2030 年度までに再生可能エネルギー由来の電力使用量を 10％以上とする 

（2020 年 9 月～2024 年 8 月の月平均使用量：75,690kw、 

うち再生可能エネルギー由来の割合：0%） 

 

③ やりがいと安心感がある職場環境づくり 

インパクトの種類 社会的側面においてポジティブインパクトを増大 

社会的側面においてネガティブインパクトを緩和 

インパクトカテゴリ 「生計（雇用、賃金）」「健康および安全性」 

関連する SDGs  

 

 

内容・対応方針 ① 物価に合わせた賃上げを実施する 

② 稼働前の機械メンテナンス及び 6 ヶ月毎の大規模定期点検の徹底により労災事

故ゼロを継続する 

③ やりがいのある職場環境づくりのために、定期的に「効率的な工場稼働」や「コンプ

ライアンス」等のスキルアップに資する研修を実施する 

目標と KPI ① 消費者物価指数を上回る賃上げを 2034 年まで継続する 

② 労災事故ゼロを維持する 

③ 6 ヶ月に 1 回以上、社員向けにスキルアップに資する研修を実施する 

 

(4) モニタリング 

北洋銀行は対象先の担当者との会合を少なくとも年に 1 回実施し、本 PIF で設定した KPI の進捗状況につい
て共有する。日々の営業活動を通じた情報交換も行い対象先のインパクト実現に向けた支援を実施する。 

 

以 上  
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